
下仁田町ガソリンスタンド指定管理業務仕様書 

 

第 1 章 総則 

第 1 条（目的） 

本仕様書は、下仁田町ガソリンスタンド（以下「本施設」という。）の適正な
管理運営に関し必要な事項を定め、もって住民の利便性の向上及び地域におけ
る燃料供給インフラの維持を図ることを目的とする。 

第 2 条（対象施設） 

本施設の名称及び所在地は以下のとおりとする。 

名称：（仮称）下仁田町ガソリンスタンド 

所在地：下仁田町大字下仁田字下谷戸 575 番地 1 

第 3 条（指定期間） 

本施設の指定管理期間は、令和 10 年 4 月 1 日から令和 15 年 3 月 31 日までの
5 年間とする。 

 

第 2 章 管理運営業務 

第 4 条（営業日及び営業時間） 

営業日及び営業時間は、近隣住民の利便性を考慮し、町と協議の上、別途定め
るものとする。なお、変更が生じる場合は事前に町に届け出ること。 

第 5 条（燃料価格） 

燃料価格は、周辺地域の実勢価格を考慮し、適正な価格を設定すること。 

第 6 条（危険物管理） 

指定管理者は、消防法及び関係法令を遵守し、危険物取扱者（乙種第 4 類以
上）を常時配置しなければならない。 

法令に基づく定期的な保安講習の受講及び保安監督者の選任を確実に行うこ
と。 

地下タンク等の定期点検を実施し、漏洩防止に努めること。異常を発見した場
合は、直ちに町へ報告すること。 

第 7 条（非常時・災害時対応） 

災害発生時、町の要請に基づき、緊急車両等への優先給油を行う体制を整備し
ておくこと。 

 



第 3 章 施設の維持管理 

第 8 条（修繕等の区分） 

日常的修繕：建物・設備の維持管理に伴う小規模な修繕（1 件あたり税抜 10
万円以下のもの）、電球交換、日常的な洗浄、看板の補修等は、指定管理者の負
担及び責任において行う。 

大規模修繕：施設・設備の老朽化、災害、不可抗力等による大規模な修繕（1
件あたり税抜 10 万円を超えるもの）は、町が実施する。 

突発的な故障：計量機の停止や地下タンクからの漏洩の懸念など、緊急を要す
る重大な故障が発生した場合は、速やかに町へ報告し、協議の上で対応を決定す
る。 

第 9 条（法定点検及び環境整備） 

消防法に基づく「危険物施設定期点検」等、法令で義務付けられた法定点検費
用は、指定管理者の運営経費とする。ただし、構造上の根本的な不適合を是正す
るための工事費用は町の負担とする。 

指定管理者は、設備等の不具合や修繕履歴を記録した「維持管理台帳」を作成
し、常に最新の状態を維持すること。 

敷地内、給油機周辺、トイレ等の清掃を毎日実施し、清潔な環境を保持するこ
と。 

 

第 4 章 報告及びモニタリング 

第 10 条（報告義務） 

指定管理者は、毎月の売上高、給油実績、安全点検記録を翌月 20 日までに町
へ報告すること。 

事故、苦情、設備故障等が発生した場合は、速やかに町へ報告し、適切な措置
を講ずること。また、直ちに被害の拡大防止措置を講じるとともに、事故の原因
調査及び再発防止策について、町と協力してこれに取り組むものとする。 

第 11 条（実地検査） 

町は年 2 回、指定管理者の運営状況及び施設状況について実地検査を行うも
のとする。 

 

第 5 章 経理及び収支 

第 12 条（独立採算及び料金設定） 



本施設の管理運営に伴う経費（燃料仕入代金、人件費、光熱水費、損害保険料、
保守点検費等）は、指定管理者の負担(独立採算）とする。 

指定管理者は、近隣の石油製品価格を考慮し、適正な料金を設定しなければな
らない。大幅な価格改定を行う場合は、事前に町と協議を行うこと。 

第 13 条（収支予算計画書の提出） 

指定管理者は、毎年度開始前に次年度の収支予算計画書を町に提出しなければ
ならない。 

第 14 条（納付金及び補助金） 

収益が見込まれる場合、指定管理者は管理運営から生じた利益の一部を「管理
運営納付金」として町に納付するものとする。納付金額については別途協議する。 

町は納付された納付金を、次年度以降の設備維持費又は住民還元（ガソリン価
格引き下げ等）に充てるものとする。 

赤字が見込まれる場合において、町が公共インフラ維持の観点から必要と認め
たときは、予算の範囲内で「運営費補助金」を交付することができる。 

補助金の交付要件、算定方法、交付手順については、別途締結する協定書にて
定める。 

第 15 条（財務諸表の公開） 

指定管理者は、毎会計年度終了後 20 日以内に、本施設に係る財務諸表（損益
計算書等）を町へ報告すること。 

 

第 6 章 契約の終了および原状回復等 

第 16 条（中途解約） 

指定管理者は、やむを得ない事情により期間途中で解約しようとする場合、少
なくとも 6 ヶ月前までに町へ書面をもって申し出なければならない。また、町
と協議の上、後継の管理者が決定し、業務引き継ぎが完了するまでは、責任を持
って管理運営を継続しなければならない。 

第 17 条（残存在庫の処理） 

指定期間終了時または中途解約時において、施設内に残存する燃料は、町が指
定する後継管理者または第三者へ、公正な市場価格にて譲渡しなければならな
い。 

引受先がなく処分が必要となった場合、その費用は指定管理者の責めに帰すべ
き事由による場合は指定管理者の負担とし、町が認めたやむを得ない事由によ



る場合は両者で協議して負担割合を決定する。 

第 18 条（原状回復） 

指定管理者は、契約終了時に本施設を善良な管理者の注意をもって町に引き渡
さなければならない。 

指定管理者が設置した看板、備品、増築物等は、指定管理者の費用負担にて撤
去し、原状回復を行うこと。ただし、町が運営に必要と認めたものは、町と協議
の上、無償または有償にて町へ帰属させることができる。 

施設引き渡し時には、町と指定管理者の立会いのもと、「施設点検チェックリス
ト」に基づき検査を行うものとする。 

第 19 条（損害賠償） 

指定管理者は、本施設の管理運営に当たり、故意または過失により町または第
三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。ただし、指定
管理者がその責めに帰すべき事由がないことを証明したときは、この限りでは
ない。 

２ 前項の損害が、天災地変その他不可抗力による場合や、指定管理者の責めに
帰すことができない事由による場合は、町と指定管理者が協議の上、負担割合
を定めるものとする。 

３ 指定管理者は、管理運営業務の実施に伴う事故に備え、賠償責任保険（施設
所有（管理）者賠償責任保険等）に加入しなければならない。なお、保険料は
指定管理者の負担とする。 

第 20 条（特記事項） 

 町は指定管理者に対し、指定期間前であっても町が設置する施設に関し、助言
及び提案を求めることができる。


